幹事クラスが50歳台職員の給与見直し(昇格･昇給制度の見直し)に関わり人事院と交渉-5/30

※この交渉情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会は5月30日14時から、50歳台職員の給与の見直しに関わり人事院交渉を実施した。この交渉は、昨年（2011年）の勧告時の報告で「高齢層における官民の給与差を縮小する方向で昇格、昇給制度の見直しの検討を進める」としていたことから、その検討状況を質すべく実施したもの。交渉には、公務員連絡会から大塚・花村・藤川各副事務局長をはじめ幹事クラス交渉委員を中心に出席し、人事院からは平野職員団体審議官、福田給与局次長、幸給与局参事官らが対応した。

交渉では、まず福田給与局次長が昨年の勧告時の報告も参照しながら、50歳台給与についての問題意識と、昇格、昇給制度の見直しの検討状況について、以下の通り説明した。

(1) 昨年の勧告時の報告で触れている通り、50歳台において官民の給与差が相当程度存在している状況にあり、その要因としては、①給与構造改革において経過措置額を設けたこと、②55歳以降に管理職等への昇任・昇格が多いという各府省の人事慣行があること、③勤務成績が良好であれば55歳以降も昇給すること、などが考えられる。

(2) 経過措置額については、昨年その廃止を勧告したところであり、2014年３月末で廃止することとなっているが、廃止後もなお相当程度の官民の給与差が残ることが想定される。

(3) 各府省では地方機関の管理職等の登用が55歳以後に行われる場合が多いという人事慣行があり、こうした昇格による俸給額の増加や俸給の特別調整額(管理職手当)が55歳超の給与上昇に大きく影響している。

(4) 行政職(一)と賃構・製造業(管理・事務・技術)男子との所定内給与の最新データに基づく比較において、8.5％、47,000円程度の官民の給与差があり、公務内における世代間の配分の問題として、官民較差に基づく毎年の水準差の是正を行うと同時に、制度面での見直しが必要ということから、現在、昇給、昇格制度の見直しについて、さまざまなシミュレーションを行いながら、検討している。

(5) 昇給制度については、現行制度では、昇給区分ごとに昇給号俸数を設定しており、一般の職員の場合、Ａ(極めて良好)は８号俸以上、Ｂ(特に良好)は６号俸、Ｃ(良好)は４号俸、Ｄ(やや良好でない)は２号俸、Ｅ(良好でない)は昇給なしとなっているのに対して55歳を超える職員の場合は昇給幅を半減させているが、その抑制幅の見直しや55歳より前から半減させるなどの措置が考えられる。なお、専門スタッフ職俸給表２級以上の職員の場合は、Ａは５号俸以上、Ｂは３号俸、Ｃは２級が１号俸、３級が昇給なしとなっている。

(6) 昇格制度については、給与構造改革時に、従前の１号上位昇格制度や「特定号俸」以上の号俸からの昇格の場合にさらに１号上位に昇格するという制度における昇格メリットが確保されるように昇格時の号俸対応表を設定したが、高齢層の職員が比較的多く昇格する号俸からの昇格時メリットを抑制するといった見直しが考えられる。

(7) いずれにしても現行制度を大きく変えるものではない。

福田給与局次長の説明を受け、公務員連絡会側は「官民給与はラス比較を行い全体として均衡させており、官と民では職務や職の構成、人事管理等にも違いがあるなかで、はたして50歳台の官民の給与差を埋めるべきものなのか疑問だ」と指摘するなどの質疑を行った。

最後に大塚副事務局長が「次回はより具体的な検討内容を示してもらいながら議論させていただきたい」と申し述べ、本日の交渉を終えた。

以上

